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温室効果ガス削減目標検討
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資料３（1209）

現行計画（第2次北区地球温暖化対策地域推進計画）における目標

2030（令和12）年度までに2013（平成25）年度比で○％削減



将来予測推計（BaU）結果
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●将来予測推計（BaU）とは︖
 将来予測推計（BaU）とは、現在の人口・世帯の増減、事業活動な

どの社会経済情勢が、現状のまま将来も推移すると仮定し、かつ現
在の地球温暖化対策のみを継続した場合の将来推計のことをいい、
BaU（Business as Usual）とも称されます。

 将来予測推計（BaU）による増減分には、以下のようなものが含ま
れます。
• 人口・世帯の増減傾向が維持された場合の排出量の増減
• 事業所の増減、事業活動の増減傾向が維持された場合の排出量

の増減
• 自動車保有台数の増減傾向が維持された場合の排出量の増減
• ごみ排出量の増減傾向が維持された場合の排出量の増減
• 日常生活や事業活動において、現在の省エネ活動・実践割合が

維持された場合の排出量の減少
• 日常生活や事業活動において、現在の省エネ機器や再エネ機器、

省エネ建築物の導入率が維持された場合の排出量の減少
 なお、CO2以外のその他ガスについては、過去トレンドからCO2排

出量の10％相当として推計を行います。

3



●2010〜2018年度の実績値データ
 エネルギー消費量

部 門 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ TJ

産業部門 農林水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建設業・鉱業 482 415 413 292 306 285 265 252 289
製造業 1,012 1,148 1,010 970 906 887 778 721 750
産業部門合計 1,494 1,563 1,423 1,262 1,212 1,172 1,043 973 1,038

民生部門 業務その他 3,797 3,202 3,359 3,300 3,199 3,291 3,458 3,639 3,875
家庭 5,496 5,291 5,329 5,214 5,207 4,891 4,995 5,223 4,944
民生部門計 9,294 8,493 8,688 8,513 8,405 8,182 8,453 8,862 8,819

運輸部門 自動車 2,512 2,455 2,308 2,200 2,208 2,113 1,839 1,808 1,758
鉄道 288 268 280 280 269 267 265 269 271
運輸部門計 2,799 2,723 2,587 2,480 2,476 2,380 2,104 2,077 2,029

エネルギー消費量合計 13,587 12,779 12,698 12,255 12,093 11,734 11,600 11,911 11,886
※小数点以下を四捨五入しているため、各項の小計、合計が整合しない年度があります。

■2018年度燃料別構成比
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●2010〜2018年度の実績値データ
 CO2排出量

部 門 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2 ｔ-CO2

産業部門 農林水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建設業・鉱業 33,659 28,962 28,902 24,603 25,762 24,874 22,562 21,324 24,126
製造業 71,107 98,251 88,117 88,640 80,017 76,850 64,150 58,119 57,762
産業部門合計 104,765 127,214 117,020 113,243 105,779 101,724 86,712 79,443 81,887

民生部門 業務その他 325,749 314,244 369,850 364,059 342,870 353,741 363,053 382,762 413,520
家庭 431,323 465,844 508,528 502,442 477,298 452,630 451,888 464,941 440,179
民生部門計 757,072 780,088 878,378 866,501 820,167 806,370 814,941 847,703 853,699

運輸部門 自動車 167,869 163,880 154,538 150,091 150,209 143,873 124,481 122,135 119,058
鉄道 30,191 34,243 40,222 40,558 37,157 36,490 35,196 35,144 34,893
運輸部門計 198,060 198,123 194,760 190,649 187,366 180,363 159,676 157,279 153,951

廃棄物 一般廃棄物 37,192 36,863 38,557 40,441 37,802 39,467 39,323 41,784 43,068
CO2排出量合計 1,097,090 1,142,288 1,228,714 1,210,834 1,151,114 1,127,925 1,100,652 1,126,209 1,132,606

※小数点以下を四捨五入しているため、各項の小計、合計が整合しない年度があります。
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●2010〜2018年度の実績値データ
 炭素集約度（エネルギー消費量当たりのCO2排出量）

部 門 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ ｔ-CO2/TJ

産業部門 農林水産業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー
建設業・鉱業 69.8 69.7 70.1 84.3 84.2 87.4 85.0 84.8 83.6
製造業 70.3 85.6 87.2 91.4 88.4 86.6 82.5 80.6 77.0
産業部門合計 70.1 81.4 82.2 89.7 87.3 86.8 83.1 81.7 78.9

民生部門 業務その他 85.8 98.1 110.1 110.3 107.2 107.5 105.0 105.2 106.7
家庭 78.5 88.0 95.4 96.4 91.7 92.6 90.5 89.0 89.0
民生部門計 81.5 91.9 101.1 101.8 97.6 98.6 96.4 95.7 96.8

運輸部門 自動車 66.8 66.7 67.0 68.2 68.0 68.1 67.7 67.5 67.7
鉄道 105.0 127.8 143.9 145.0 138.3 136.7 132.8 130.8 128.9
運輸部門計 70.8 72.7 75.3 76.9 75.7 75.8 75.9 75.7 75.9

廃棄物 一般廃棄物 0.43 0.44 0.45 0.48 0.46 0.48 0.48 0.51 0.52
※一般廃棄物のみ焼却量（ｔ）当たりの排出量（「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」データによる）
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●将来予測推計パターン１
「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による推計
①各部門ごとに炭素集約度、活動量当たりのエネルギー消費量（原単位）、活

動量をそれぞれトレンド推計して算出
②例：家庭部門の場合の算定式

CO2排出量＝炭素集約度（ｔ-CO2/TJ）×活動量当たりのエネルギー
消費量（TＪ/世帯）×活動量（世帯）

部門 2013 2018 2030 2050 
千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 

産業部門 113 82 44 25
業務その他部門 364 414 561 934
家庭部門 502 440 320 189
運輸部門 191 154 93 40
一般廃棄物 40 43 50 64
CO2排出量合計 1,211 1,133 1,068 1,253

■CO2排出量予測結果

部門 2013 2018 2030 2050 
TJ TJ TJ TJ

産業部門 1,262 1,038 685 413
業務その他部門 3,300 3,875 5,700 10,846
家庭部門 5,214 4,944 4,352 3,520
運輸部門 2,480 2,029 1,277 638
エネルギー消費量合計 12,255 11,886 12,014 15,416

■エネルギー消費量予測結果
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●将来予測推計パターン２
エネルギー消費量をベースにした推計
 エネルギー消費量には、活動量の増減やこれまでの対策効果が含まれた数値
と捉え、過去のエネルギー消費量の推移から、対前年度増加率の相乗平均値
を算出し、今後も同じ増減傾向が続くと仮定し、将来推計を行う。
※一般廃棄物のみ焼却ごみ量を回帰分析

部門 2013 2018 2030 2050 
千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 

産業部門 113 82 48 20
業務その他部門 364 414 426 449
家庭部門 502 440 376 288
運輸部門 191 154 102 56
一般廃棄物 40 43 37 30
CO2排出量合計 1,211 1,133 988 844

■CO2排出量予測結果

部門 2013 2018 2030 2050 
TJ TJ TJ TJ

産業部門 1,262 1,038 612 263
業務その他部門 3,300 3,875 3,995 4,204
家庭部門 5,214 4,944 4,218 3,236
運輸部門 2,480 2,029 1,277 635
エネルギー消費量合計 12,255 11,886 10,102 8,338

■エネルギー消費量予測結果
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●将来予測推計パターン３
活動量・エネルギー消費量原単位をベースにした推計
 部門別に2000年から2018年の活動量及び活動量当たりエネルギー消費量（原
単位）の推移から回帰分析による予測モデルを作成し、将来推計を行う。
※一般廃棄物のみ焼却ごみ量を回帰分析

部門 2013 2018 2030 2050 
千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2 

産業部門 113 82 53 35
業務その他部門 364 414 344 303
家庭部門 502 440 404 274
運輸部門 191 154 82 24
一般廃棄物 40 43 37 30
CO2排出量合計 1,211 1,133 921 666

■CO2排出量予測結果

部門 2013 2018 2030 2050 
TJ TJ TJ TJ

産業部門 1,262 1,038 665 421
業務その他部門 3,300 3,875 3,228 2,843
家庭部門 5,214 4,944 4,537 3,080
運輸部門 2,480 2,029 1,006 194
エネルギー消費量合計 12,255 11,886 9,436 6,538

■エネルギー消費量予測結果
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●将来推計 まとめ
パターン１

「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による推計
パターン２

エネルギー消費量をベースにした推計

パターン３
活動量・エネルギー消費量原単位をベースにした推計 各推計パターンの特徴 選択

結果

パターン
１

・炭素集約度、活動量当たりのエネルギー消費量、活動量
をそれぞれ予測推計しており、誤差が生じやすい。

・炭素集約度の予測推計には、電力の排出係数の改善分も
含まれている。

・予測結果が、過去の排出量動向と著しく乖離している。

✕

パターン
2

・エネルギー消費量のみを予測推計しているため、誤差が
生じにくい。

・対前年増加率平均を用いた推計のため、直線的な予測結
果となっている。

・予測結果は、過去の排出傾向と整合している。

◎

パターン
３

・活動量、活動量当たりのエネルギー消費量をそれぞれ予
測推計しており、誤差が生じやすい。

・建設業、業務その他部門の予測式の信頼度が低い。
・予測結果は、過去の排出傾向と概ね整合しているが、業
務その他部門の原単位の低下が過大に反映されている。

○
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温室効果ガス削減目標検討
（案）
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●削減目標検討にあたっての設定条件・設定手順

 将来推計パターン２の予測結果をもとに、2030年度の部
門別CO2削減目標値を検討する。

 2050年度は、予測精度を考慮し、総量目標値のみの検討
とする。

 CO2以外のその他ガスの排出量については、CO2排出量の
10％と設定する。

 基準年度からの削減量は、BaUによる削減量、電力排出
係数改善による削減量、追加対策による削減量を積み上
げた数値とする。

 電力の将来排出係数は、国地球温暖化対策計画と同様に、
2030年度：0.25kg-CO2/kWhと設定する。

基準年度
排出量

BaUによる
削減量

電力排出
係数改善に
よる削減量

追加対策に
よる削減量

目標年度
排出量

削
減
量

■削減量の考え方

１．東京都の2030年カーボンハーフが北区においても達成可能かどうか検証する。
• 東京都の部門別CO2削減率を北区にあてはめ、2030年カーボンハーフが実現可能かど
うか検証する。

• 2030年カーボンハーフが達成可能と見込まれる場合は、追加対策量の調整及び部門
削減率の調整を行う。

２．2030年カーボンハーフの達成が不可能と判断される場合は、北区独自のCO2総量削減
目標及び部門別CO2削減目標を検討する。

■設定条件

■設定手順

12



●将来推計パターン２によるBaU削減量試算
部門 2013 2030 削減量

千t-CO2 千t-CO2 千t-CO2
産業部門 113 48 -65
業務その他部門 364 426 62
家庭部門 502 376 -127
運輸部門 191 102 -89
一般廃棄物 40 37 -4
CO2排出量合計 1,211 988 -223

●電力排出係数の改善による削減量試算
2018 2030

排出係数（kg-CO2/kWh） 0.464 0.250
改善効果(2018年度に対する削減率） -46.1%

■電力排出係数の改善による削減効果

部 門 CO2排出量合計 電力分CO2排出量 電力由来CO2割合 排出係数改善
による削減量

千ｔ-CO2 千ｔ-CO2 ％ 千ｔ-CO2
産業部門 82 42 51 -19
業務その他部門 414 359 87 -165
家庭部門 440 312 71 -144
運輸部門 154 35 23 -16
合計 1,090 748 69 -345

■北区の部門別排出量に占める電力割合（2018年度）と排出係数改善による削減量
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●追加対策の削減可能量の試算
 追加対策として、北区として実施可能な行動変容の促進、設備機器の導入・更新の支
援や指導・誘導などの対策を中心に削減可能の試算を行った。

 令和３年６月に実施した区民・事業者アンケート結果から得られる省エネ行動や設
備・機器の実施意向率（実施を予定している、導入を予定している）に単位当たり削
減量を乗じて推計を行った。

部門 対策内容
導入済
み比率

現状の
削減
効果

（t-CO2）

2030
対策
比率

2030
削減可
能量

（t-CO2）

対策比率の設定根拠

産業 製造業における省エネルギー（省エネ診断・エコチューニング）の実施 10.9% 686 27.3% 1,032 R3事業者アンケートより導入を予定16.4%

太陽熱利用システム導入 4.2% 14 8.4% 14 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

太陽光発電導入 4.2% 142 8.4% 142 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

FEMS（工場エネルギーマネージメントシステム）導入 0.0% 0 2.4% 146 R3事業者アンケートより導入を予定2.4%

省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入 17,078 国地球温暖化対策計画

建築物の省エネルギー化（75％ZEB） 2,130 国地球温暖化対策計画

産業部門 計 20,542

業務 業務部門における省エネルギー（省エネ診断・エコチューニング） 10.9% 2,817 27.3% 4,240 R3事業者アンケートより導入を予定16.4%

高効率ガス給湯導入 9.1% 4,684 13.3% 2,162 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

高効率エアコン導入 9.1% 610 12.1% 200 R3事業者アンケートより導入を予定3.0％

高効率電気給湯器（エコキュート）導入 9.1% 875 13.3% 404 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

照明をLEDに交換 67.3% 44,653 80.6% 8,824 R3事業者アンケートより導入を予定13.3％

省エネ行動の強化（クールビズ、不要部分の消灯など） 59.4% 11,004 72.7 2,464 R3事業者アンケートより導入を予定13.3％

BEMS（ビルエネルギー管理システム）導入 0.0% 0 2.4% 741 R3事業者アンケートより導入を予定2.4%

太陽熱利用システム導入 4.2% 498 8.4% 498 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

太陽光発電導入 4.2% 5,004 8.4% 5,004 R3事業者アンケートより導入を予定4.2%

事業所用燃料電池導入 0.0% 0 2.4% 360 R3事業者アンケートより導入を予定2.4%

新築ビルのZEB化（75％ZEB） 9.7% 145 15.2% 3,730 R3事業者アンケートより導入を予定5.5%

業務その他部門 計 28,627
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●追加対策の削減可能量の試算
部門 対策内容

導入済
み比率

現状の
削減
効果

（t-CO2）

2030
対策
比率

2030
削減可
能量

（t-CO2）

対策比率の設定根拠

家庭 家庭における省エネ診断 0.8% 856 2.2% 1,498R3区民アンケートより導入を予定1.4%

ガス給湯器⇒高効率電気給湯器（エコキュート）導入 19.6% 6,546 23.1% 1,169R3区民アンケートより導入を予定2.5%

蛍光灯をLED照明へ交換 67.6% 25,294 78.1% 3,929R3区民アンケートより導入を予定10.5%

省エネ家電への更新（冷蔵庫、エアコン、テレビ） 32.8% 31,558 50.5% 17,030R3区民アンケートより導入を予定17.7%

冷暖房設定温度を1℃調整 57.2% 4,658 83.9% 2,175R3区民アンケートより導入を予定26.7%

待機電力半減 83.9% 9,349 93.9% 1,114R3区民アンケートより導入を予定10.0%

窓の断熱リフォーム 24.0% 14,933 26.9% 1,804R3区民アンケートより導入を予定2.9%

HEMS（ホームエネルギーマネージメントシステム）導入 0.8% 892 2.2% 1,562R3区民アンケートより導入を予定1.4%

太陽熱利用システム導入 0.9% 696 1.4% 386R3区民アンケートより導入を予定0.5%

太陽光発電導入 1.9% 7,383 2.8% 3,497R3区民アンケートより導入を予定0.9%

家庭用燃料電池導入 3.9% 9,548 5.5% 3,917R3区民アンケートより導入を予定1.6%

新築戸建て住宅のZEH化（75％ZEH） 0.8% 15 50.0% 15,872経済産業省目標

家庭部門 計 53,258

運輸 エコドライブ実施 36.1% 7,859 71.3% 7,663R3区民アンケートより導入を予定35.2%

公共交通利用促進 95.2% 335R3区民アンケートより導入を予定10.3%

自転車利用促進 95.2% 867R3区民アンケートより導入を予定10.3%

ハイブリッド車普及 7.9% 2,214 13.7% 1,625R3区民アンケートより導入を予定5.8％

EV（電気自動車）導入 0.9% 439 5.1% 2,049R3区民アンケートより導入を予定4.2％

運輸部門 計 12,540

廃棄物 マイバック利用・簡易包装 89.0% 1,773 94.8% 115R3区民アンケートより導入を予定5.8％

プラスチックごみの削減 11,413プラスチックごみ分別を実施

一般廃棄物 計 11,528

削減可能量 合計 127,190
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●2030年カーボンハーフの実現可能性の検証
 検証の結果、2030年カーボンハーフ達成に必要な削減量606千t-CO2に対して、BaU
による削減量223千t-CO2、電力の排出係数改善による削減量345千t-CO2、追加対策
による削減量127千t-CO2の合計が694千t-CO2となり、必要削減量を上回った。

 2030年カーボンハーフは達成可能と判断されるが、達成のためには38千t-CO2以上の
追加対策量の確保が必要である。
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●2030年CO2削減目標値（案）
 2030年カーボンハーフの達成を目指したCO2削減目標値（案）は下表のとおり。

ご意見を頂きたい点として、
 追加対策量には流動的な要素も多く、対策比率（P14〜15）を多めに
設定し、追加対策量にさらに余力を残すべきか︖
 部門別削減量、削減率の配分は適切か︖

■2030年CO2削減目標値（案）︓業務その他部門、家庭部門の対策を強化するケース
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単位：千ｔ-CO2
目標

2030排出量目標値
削減量内訳
削減量 BaU分 排出係数改善 追加対策分 削減率 追加対策分 追加対策分 削減可能量

産業部門 26.6 -86.6 -65.2 -19.4 -2.0 -76.5% -1.8% 産業 -21
業務その他部門 250.9 -113.2 62.3 -165.5 -10.0 -31.1% -2.7% 業務その他 -29
家庭部門 213.5 -288.9 -126.9 -144.0 -18.0 -57.5% -3.6% 家庭 -54
運輸部門 80.5 -110.1 -89.0 -16.1 -5.0 -57.8% -2.6% 運輸 -13
廃棄物部門 33.9 -6.6 -3.6 -3.0 -16.3% -7.4% 廃棄物 -12

合計 605.4 -605.4 -222.5 -344.9 -38.0 -50.0% -3.1% 合計 -127

追加対策分の削減可能量の範囲内
で設定



資料４






































